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事業区分 経常研究（応用） 研究期間 令和３年度～令和５年度 評価区分 事前評価

研究テーマ名

（副題）
高品質で冷蔵長期保存できる高圧加工「ビワ」コンポート

（これまでにない訴求力の高いビワ新規加工品の実用化）

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター・食品加工研究室 土谷大輔

＜県総合計画等での位置づけ＞

長崎県総合計画

チャレンジ2020

基本戦略8：元気で豊かな農林水産業を育てる

（３）農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化

②品目別戦略を支える加工・流通・販売対策

新ながさき農林業・農山村活性化

計画

Ⅰ 収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化

Ⅰ-２ 品目別戦略を支える加工・流通・販売対策
⑤品目別戦略を支える革新的技術の開発

１ 研究の概要

研究内容(100文字)

高圧加工技術を応用することにより、ビワ本来の生食感および繊細な風味を残しつつ、1 年間冷蔵保存が可

能で、開封後も褐変しにくいコンポートを開発する。このことにより、これまでにない訴求性の高い新規加工品

の実用化を可能にする。

研究項目

①ビワの生食感・風味を残すための加工条件の解明

②1年間冷蔵保存可能とするための加工条件の解明

③開封後の褐変抑制技術確立

２ 研究の必要性

１） 社会的・経済的背景及びニーズ

本県が全国に誇れる特産品である「ビワ」は、青果のみならず加工原料用としてのニーズも非常に高く、

露地栽培ビワの約 2 割は加工原料用として流通しているが、実需者の需要量を供給できていないのが現状

である。よって、限られた原料のなかでいかに加工品に付加価値をつけることができるかが重要であり、こ

れまでにない訴求力の高い新商品の開発が求められている。

ビワを加工品に使用するためには一次加工が必要であるが、この際、殺菌及び褐変抑制を目的として、

十分な加熱処理がなされている。しかし、加熱により、ビワの繊細な風味及び独特の食感が損なわれるとい

う品質低下の問題がある。この問題を解決できる技術として、農研機構食品研究部門を中心として研究が進

められている高圧加工果実コンポートがある。高圧加工果実コンポートは低温長期保存可能で、生食感が残

るという特徴があることから、従来の熱加工では達成できなかった特徴を活かし、実用化に向けての取り組

みが進められている。

そこで本研究では、ビワを高圧加工コンポートに加工することで、本来の風味・食感を残した一次加工品を

開発し、これまでにない訴求力の高い新規加工品の実用化を目指す。そのためには、ビワの高圧加工コン

ポート製造に最適な高圧加工条件、シロップ組成の検討や長期保存試験等が必要である。

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性

ビワは本県特産品であり、その加工品についても本県自らが研究・開発する必要がある。ただし、研究を

効率的に進めるために、先行的に高圧加工コンポートの研究を実施している農研機構と共同研究契約を締

結する。

３ 効率性（研究項目と内容・方法）

研究

項目
研究内容・方法 活動指標

R
3

R
4

R
5

単位

①

加圧前処理条件（調味液組成、調味液添加

量）を検討する
条件数

目標 10 10
条件

実績

最適な高圧処理（処理圧力、処理時間）条件

を検討する
条件数

目標 3 3
条件

実績

②

長期保存時の色調・物性を経時的に調査する 調査回数
目標 5 7 7

回
実績

長期保存時の菌数を調査する 調査菌種
目標 2 2 2

種類
実績

③
調味液組成、高圧処理条件が開封後の褐変

抑制に及ぼす影響を調査する
条件数

目標 4 4
条件

実績



１） 参加研究機関等の役割分担

農林技術開発センター：全ての研究項目を実施

農研機構食品研究部門：高圧処理、他果実の高圧加工コンポートに関する技術情報提供

太洋食品（株）、（有）一○香本家：製品化に向けた製造体制の整備

２） 予算

研究予算
（千円）

計
（千円）

人件費
（千円）

研究費
（千円）

財源
国庫 県債 その他 一財

全体予算 7,212 4,785 2,427 2,427
3年度 2,404 1,595 809 809
4年度 2,404 1,595 809 809
5年度 2,404 1,595 809 809

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案
※ 人件費は職員人件費の単価

（研究開発の途中で見直した事項）

４ 有効性

研究

項目
成果指標 目標 実績

R
3
R
4
R
5

得られる成果の補足説明等

①
ビワの生食感・風味を

残す加工技術確立
１ １

・ビワの生食感・風味を残すことができる加圧前処理技術、高
圧処理技術を確立する。

②
1 年間冷蔵保存可能

な加工技術確立
１ １

・製造直後と 1 年後の色調、物性に差がなく、衛生基準もクリ
アできる技術を確立する。

③
開封後の褐変抑制技

術の確立
１ １ ・開封24時間後まで褐変しにくい技術を確立する。

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性

ビワの一次加工品のほとんどは缶詰であり、加熱処理によりビワ独特の繊細な風味・食感が損なわれている

なかで、生食感・風味を残しつつ、長期保存可能で開封後も褐変しにくい一次加工品の開発は新規性、優位性

ともに高い。

２）成果の普及

■研究成果の社会・経済・県民等への還元シナリオ

販売ターゲットを観光客や県外富裕層に絞り、一次加工品であるコンポートを直接販売するとともに、高級ホ

テル、料理店、菓子店等でデザートや高級菓子等に二次加工して提供・販売する。このことにより、ビワの更な

る認知度向上を図るとともに、付加価値向上による食品製造業・６次産業の発展に寄与する。

■研究成果による社会・経済・県民等への波及効果（経済効果、県民の生活・環境の質の向上、行政施策へ

の貢献等）の見込み

○経済効果試算

本技術を利用して1パック5粒入りコンポートを製造する場合の製造原価は430円。原価率30%で試算した場

合の小売価格は約1,500円。

1トンの原料を1パック5粒入りコンポートに加工し、1パック1,500円で販売した場合

【原料1トンあたり売上高】4,000パック×1,500円＝6,000千円

1トンの原料を1号缶の缶詰に加工・販売したときの売上高は1,535千円であることから、缶詰をコンポートに

することで、原料1トンあたり4,465千円の売上高向上

（研究開発の途中で見直した事項）



別紙２（様式2）                       研究評価の概要

種

類
自己評価 研究評価委員会

事

前

（２年度）

評価結果

(総合評価段階：Ａ)

・必 要 性：Ａ

「ビワ」は本県が全国に誇れる特産品であり、加工業

者からの需要量も多い。生産振興を図っているものの

まだ十分な量を供給できていないのが現状であり、限

られた原料のなかでいかに加工品に付加価値をつけ

ることができるかが重要であり、これまでにない新商

品の開発は加工業者の期待も大きく必要性は高い。

・効 率 性：Ａ

高圧加工コンポートについて、既に実用化に向け取

組みが進められている農研機構食品研究部門との共

同研究を予定しており、効率的な研究体制を整えてい

る。さらに、県内ビワ加工業者と連携、情報共有しな

がら研究を進めることで、技術確立後の速やかな技

術移転、商品化が可能となる。

・有 効 性：Ａ

本県は日本一のビワ産地であり、これまでにない訴

求力の高い新規加工品を開発することにより、商品に

付加価値をつけることが可能となり、県内食品製造

業・６次産業の発展に寄与できる有効な研究である。

・総合評価：Ａ

本研究では、「ビワ」という長崎県が全国に誇れる特

産品について、これまで実現が困難であった「ビワの

生食感・繊細な風味を残した一次加工品」を開発する

という困難な課題に取組む。本研究の成果により、加

工品の付加価値が向上することで、本県ビワ産地の

活性化、食品製造業・６次産業の発展に寄与できる。

（２年度）

評価結果

(総合評価段階：Ａ)

・必 要 性：Ａ

本県の特産品であるビワは、収穫期が限られ保存

がきかない果実であり、長期間の保存に耐えられるよ

うになれば実需者の周年需要に応えられるようになる

ため、必要性は高い。一方、原材料確保のための生

産対策も両輪として進めていく必要があると考える。

・効 率 性：Ａ

実用化の取組が進められている農研機構との共同

研究であり、県内加工業者との連携による速やかな

技術移転・商品化も期待でき、効率性は高い。

・有 効 性：Ａ

ビワは本県が日本一の産地であり、新規加工品で

あるビワコンポートは本県特産品として付加価値向上

につながる有効な研究である。但し、需要に対応した

生産対策や加工振興が生産者の所得向上につなが

る方法も視野に入れながら検討いただきたい。

・総合評価：Ａ

本県特産品であるビワの加工品として、新たな需要

が見込まれる研究である。マーケットインの視点に沿

った商品開発と販売戦略を併せて進めていただきた

い。

対応 対応

加工業者と連携して研究を進めることで、研究終了

後、円滑な商品化を図るとともに、生産サイドとも十分

協議を実施しながら、その原料を安定供給できる体制

の構築を図りたい。

途

中

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性



・有 効 性

・総合評価

・有 効 性

・総合評価

対応 対応

事

後

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

対応 対応


